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はじめに 

 

東日本大震災以後の原子力発電所の停止による原価の上昇で、一部の電力会社では法人向け、

個人向けの値上げが申請・承認されており、今後、電気料金の値上げが行われる予定となってい

る。同時に、円安による化石燃料価格上昇に対する燃料費調整制度や、再生可能エネルギーの固

定価格買い取り制度により電気料金に上乗せする賦課金などで、5月の家庭向け電気料金はすべて

の電力会社で 4月より平均して月 67～221円の値上げが実施されている。 

このような背景を踏まえ、帝国データバンクは、電気料金の値上げが自社の業績に与える影響

について調査を実施した。なお、本調査は、TDB景気動向調査 2013年 4月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2013 年 4月 17日～4月 30日、調査対象は全国 2万 2,755社で、有効回答企業数は

1万 244社（回答率 45.0％）。 

※本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲

載している。 
 
 
 

調査結果（要旨） 
 

1.電気料金値上げで自社の業績に「悪影響」とする企業は 59.8％。『農・林・水産』と『製造』

が 7割を超えた一方、『サービス』は 4割台にとどまり、業界間でのバラツキが大きい。 

 

2.業績に「好影響」と考える企業は 1.7％で、省エネビジネス関連の需要増を見込む。 

 

3.電気料金値上げで影響を受ける企業の 7割が「既存設備での節電を実施」で対応。10.2％が「電

力会社との契約内容の見直し」。 

 

4.電気料金値上げ分の価格転嫁では、企業の 46.1％が「まったく転嫁しない」と回答。コスト上

昇分を自社の収益で吸収すると考えている企業が半数近くに達する。一方で、ほぼ全額転嫁す

る企業は 2.4％にとどまる。 

 

特別企画 ： 電気料金値上げに対する企業の意識調査 

電気料金値上げ、企業の 6割が業績に「悪影響」 

～ 企業の 46.1％が値上げ分を価格にまったく転嫁せず ～ 
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1.  電気料金値上げによる業績への影響、企業の 6 割が「悪影響」 

 

電気料金の値上げにより自社の業績にどのような影響があるか尋ねたところ、悪影響と考えて

いる企業（「かなり悪影響」「悪影響」「やや悪影響」の合計）は 1万 244社中 6,130社、構成比 59.8％

にのぼった。とりわけ、『農・林・水産』（78.0％）や『製造』（77.0％）、『小売』（65.2％）、『運

輸・倉庫』（60.5％）が高かった。一方で、『サービス』（49.8％）が 4割台にとどまるなど、電気

料金値上げによる影響は業界間でのバラツキが大きい。 

具体的には、「生産設備に大量の電気を使用しているため今回の値上げは経営の根幹を揺るがす

事態」（鉄鋼・非鉄・鉱業、福島県）といった意見もみられるように、工場などの生産設備や食品

管理等に必要となる保冷・保温施設、大規模店舗での空調・照明など、多くの電力消費をともな

う業界ほど値上げの影響を認識している様子がうかがえる。「電気料金は経費総額の 10％を超える

ことから、値上がりは事業の存続にも影響」（農・林・水産、北海道）や「業務の性質上、夏場の

エアコンは 24時間フル稼働をしなければ商品管理に支障が出る」（飲食料品卸売、福岡県）など、

事業の性質上電力使用量の削減が難しく、コスト増が経営環境を悪化させることを懸念する企業

が非常に多かった。 

一方、好影響と考えている企業（「かなり好影響」「好影響」「やや好影響」の合計）は、「省エ

ネビジネスには電気料金のアップは好材料」（建材・家具卸売、岡山県）や「太陽光発電設備など、

自然エネルギー関係の需要が増加する」（建設、香川県）といった、省エネ関連の需要増を見込む

意見が挙げられたものの、1.7％にとどまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力料金値上げによる業績への影響 
（構成比％、カッコ内社数）

かなり悪影響 悪影響 やや悪影響 やや好影響 好影響 かなり好影響

全体 64.8 (6,639) 59.8 (6,130) 3.9 (400) 17.7 (1,818) 38.2 (3,912) 1.7 (173) 1.4 (141) 0.2 (24) 0.1 (8) 3.3 (336) 21.4 (2,191) 13.8 (1,414) 100.0 (10,244)

大企業 67.3 (1,559) 62.3 (1,443) 3.3 (76) 16.8 (390) 42.2 (977) 2.1 (48) 1.8 (41) 0.3 (6) 0.0 (1) 2.9 (68) 18.3 (424) 14.3 (332) 100.0 (2,315)

中小企業 64.1 (5,080) 59.1 (4,687) 4.1 (324) 18.0 (1,428) 37.0 (2,935) 1.6 (125) 1.3 (100) 0.2 (18) 0.1 (7) 3.4 (268) 22.3 (1,767) 13.6 (1,082) 100.0 (7,929)

うち小規模 58.4 (1,393) 52.2 (1,245) 2.9 (70) 15.7 (374) 33.6 (801) 1.8 (43) 1.4 (34) 0.3 (6) 0.1 (3) 4.4 (105) 25.3 (604) 16.2 (387) 100.0 (2,384)

農・林・水産 78.0 (32) 78.0 (32) 9.8 (4) 31.7 (13) 36.6 (15) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 9.8 (4) 12.2 (5) 100.0 (41)

金融 55.8 (67) 50.8 (61) 0.8 (1) 9.2 (11) 40.8 (49) 0.8 (1) 0.0 (0) 0.8 (1) 0.0 (0) 4.2 (5) 24.2 (29) 20.0 (24) 100.0 (120)

建設 58.7 (824) 50.1 (703) 1.8 (25) 11.8 (165) 36.5 (513) 3.8 (53) 3.1 (43) 0.5 (7) 0.2 (3) 4.8 (68) 25.5 (358) 15.8 (222) 100.0 (1,404)

不動産 54.3 (132) 51.0 (124) 2.9 (7) 14.8 (36) 33.3 (81) 0.4 (1) 0.4 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 2.9 (7) 25.9 (63) 19.8 (48) 100.0 (243)

製造 80.0 (2,356) 77.0 (2,267) 7.2 (212) 27.8 (819) 42.0 (1,236) 1.0 (28) 0.7 (22) 0.1 (4) 0.1 (2) 2.1 (61) 11.5 (338) 8.6 (252) 100.0 (2,946)

卸売 58.9 (1,824) 52.9 (1,637) 2.6 (81) 13.5 (417) 36.8 (1,139) 1.8 (56) 1.6 (49) 0.2 (6) 0.0 (1) 4.2 (131) 24.2 (748) 16.9 (523) 100.0 (3,095)

小売 69.0 (323) 65.2 (305) 3.6 (17) 22.2 (104) 39.3 (184) 2.8 (13) 1.9 (9) 0.6 (3) 0.2 (1) 1.1 (5) 17.1 (80) 13.9 (65) 100.0 (468)

運輸・倉庫 62.3 (240) 60.5 (233) 4.2 (16) 15.3 (59) 41.0 (158) 0.3 (1) 0.3 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 1.6 (6) 26.5 (102) 11.2 (43) 100.0 (385)

サービス 54.6 (821) 49.8 (749) 2.5 (37) 12.6 (190) 34.7 (522) 1.3 (20) 1.1 (16) 0.2 (3) 0.1 (1) 3.5 (52) 30.6 (460) 14.9 (224) 100.0 (1,505)

その他 54.1 (20) 51.4 (19) 0.0 (0) 10.8 (4) 40.5 (15) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 2.7 (1) 24.3 (9) 21.6 (8) 100.0 (37)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万244社。

影響がある 影響はない 分からない 合計悪影響計 好影響計
分からない／

不回答
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2.  対応策、「既存設備での節電を実施」が最多、電力会社との契約見直しは約 1 割 

 

電気料金の値上げが業績に対して影響があると回答した企業 6,639 社に対して、どのような対

策を行うか尋ねたところ、「既存設備での節電を実施」が 67.4％（複数回答、以下同）で最多とな

った。次いで、「設備や照明などを省エネ型に更新」（40.8％、第 2 位）、「人件費以外のコスト削

減」（29.3％、第 3位）、「現在、対策を検討中」（11.6％、第 4位）、「人件費の削減」（9.0％、第 6

位）などが上位にあがった。また、「電力会社との契約内容の見直し」は 10.2％で第 5 位となり、

1割の企業が電力会社との新たな契約を考えていた。 

企業からは、「ソーラーパネルを設置して売電する」（機械・器具卸売、東京都）や「デマンド

コントロールにより使用量を抑制」（飲食料品・飼料製造、山口県）といった声が挙がった。しか

し、「既に節電対策は行っており、新たな手段を講じるのは難しい」（医療・福祉・保健衛生、千

葉県）や「ほとんど対策が立てられない状況」（一般貨物自動車運送、東京都）など、自力での対

策に困難を感じている企業も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.  電気料金値上げ分の価格転嫁、企業の 46.1％が「まったく転嫁しない」 

 

電気料金が値上げされた際、値上げ分を自社の商品・サービスの販売価格・利用料金にどの程

度転嫁するか尋ねたところ、「まったく転嫁しない」が 1万 244社中 4,723社、構成比 46.1％で最

多となり、半数近くの企業がコスト上昇分の価格転嫁を考えていなかった。また、「ほぼ全額転嫁

する」は 2.4％にとどまり、多くの企業でコストアップを自社で吸収する予定であることが明らか

となった。 

背景には、「製造経費の上昇による値上げは認められないのが現状」（飲食料品・飼料製造、北

電気料金値上げへの対応策 
構成比（％） 回答数（社）

1 既存設備での節電を実施 67.4 4,473

2 設備や照明などを省エネ型に更新 40.8 2,706

3 人件費以外のコスト削減 29.3 1,945

4 現在、対策を検討中 11.6 773

5 電力会社との契約内容の見直し 10.2 679

6 人件費の削減 9.0 599

7 商品・サービスの販売価格・利用料金への転嫁 8.3 554

8 特に何もしない 7.4 489

9 操業・営業時間の変更 6.3 415

10 自家発電や蓄電池の導入 3.8 255

注2：

注1：

母数は電気料金の値上げが業績に対して影響が「ある」と回答した企業6,639
社

以下、「生産・営業活動の縮小・抑制」(3.5％、234社)、「設備投資や研究開発
活動の縮小・抑制」(2.9％、191社)、「その他」(2.4％、158社)、「海外への事業
拠点の移転・生産シフト」(2.2％、144社)、「国内他地域への事業拠点の移転・
生産シフト」(0.5％、33社)
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海道）や「価格競争が厳しく転嫁できる状況にない」（鉄鋼・非鉄・鉱業、東京都）とあるように、

依然として厳しい価格競争のなかでは、価格転嫁できる市場環境になっていないことが挙げられ

る。このほか、「原価に占める電気料金の比率が低い」（医療・福祉・保健衛生、大阪府）など、

建設や金融などを含めてそもそも電気料金が経費に占める割合は低いため値上げをする必要がな

いという見方や、売り上げ拡大を図ることで吸収する方が効率的という意見もみられた。一方、

ほぼ全額転嫁する企業からは、「地域全体で電気料金が上昇するので、同条件となり可能」（鉄

鋼・非鉄・鉱業製品卸売、新潟県）などの声が挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 

円安や燃料価格上昇、原発の稼働停止、再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度など、電

気料金は値上げ要因が重なっており、多くの企業にコスト上昇をもたらす。電力は企業活動に欠

かせないインフラであり、企業の 6 割で業績に悪影響があると考えている現状では、今後の景気

への影響は無視できない大きさといえよう。特に、生産設備や保冷・保温施設、空調・照明など

電力を大量に使用する『農・林・水産』『製造』『小売』『運輸・倉庫』業界で影響が大きく、電気

料金の値上げが与える影響は業界間で大きく異なる。 

また、電気料金値上げで影響を受ける企業がとる対策は 7 割近くが節電を実施するというもの

であった。コスト削減の方策を模索するなかでも、設備を省エネ型に更新する企業も多い。電力

会社との契約見直しを考えている企業も 1 割を超えており、電力供給企業との関係見直しを視野

に入れた対応も検討されている。 

依然として値下げ要請が続いている厳しい市場環境のなかで、電気料金値上げによるコスト上

昇を販売価格等に転嫁できず、自らの利益の一部を犠牲にすることで吸収するという企業も多い。 

企業が事業を行ううえで不可欠となるインフラ部分のコスト上昇は、今後の企業活動を抑制す

る要因となる可能性は高く、アベノミクスにおける成長戦略の早期実施による市場環境の改善が

求められる。

電気料金値上げ分の商品・サービスへの価格転嫁 

注1：※は「分からない」（17.6％、1,800社）
注2：「ほぼ全額転嫁する」は80％以上、「半分程度」は50％以上80％未満、
　　　「半分未満」は20％以上50％未満、「ほとんど転嫁しない」は1％以上20％未満を示す
注3：母数は有効回答企業1万244社

※

まったく転嫁しない
（46.1％、4,723社）

半分程度
　 1.9％（199社）
半分未満
　 3.3％（338社）
ほとんど転嫁しない
　28.7％（2,942社）

ほぼ全額転嫁する
（2.4％、242社）

一部しか転嫁しない
34.0％（3,479社）
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：窪田 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 2,755 社、有効回答企業 1 万 244 社、回答率 45.0％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

538 1,117
594 1,691
652 607

3,395 335
529 786

10,244

（2）業界（10業界51業種）

41 84
120 45

1,404 25
243 13

飲食料品・飼料製造業 354 37
繊維・繊維製品・服飾品製造業 117 58
建材・家具、窯業・土石製品製造業 234 144
パルプ・紙・紙加工品製造業 109 55
出版・印刷 190 7
化学品製造業 378 385
鉄鋼・非鉄・鉱業 522 32
機械製造業 432 13
電気機械製造業 345 9
輸送用機械・器具製造業 93 127
精密機械、医療機械・器具製造業 75 37
その他製造業 97 61
飲食料品卸売業 382 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 223 139
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 376 122
紙類・文具・書籍卸売業 122 411
化学品卸売業 304 64
再生資源卸売業 28 212
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 341 103
機械・器具卸売業 953 25
その他の卸売業 366 132

37
10,244

（3）規模 （4）中国進出

2,315 22.6%

7,929 77.4%

(2,384) (23.3%)

10,244 100.0%

(274) (2.7%)

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

（468）

サービス

（1,505）

運輸・倉庫

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（2,946）

卸売

（3,095）

金融

建設

不動産

製造

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 736

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業


